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（用語について）

・使用料：公の施設の利用に係る料金で、地方公共団体の歳入となるべき公法上の債権に

基づく公金。

・利用料金：地方自治法第244条の２第８項に基づき、公の施設の利用に係る料金を指定

管理者の収入として収受させる料金。

・使用料制：公の施設の利用に係る料金を「使用料」として徴する制度。

・利用料金制：公の施設の利用に係る料金を「利用料金」として指定管理者の収入として

収受させる制度。

・管理運営経費：指定期間中において施設の管理運営に要すると想定される経費。

・指定管理料：利用料金制を採用する施設において、利用料金収入のみでは管理運営経費

が賄えないと想定される施設に対し県が支出する費用、又は、使用料制を

採用する施設若しくは料金を徴しない施設において想定される標準的な管

理運営経費の範囲内で県が支出する費用。


